
令和５年度支部保険者機能強化予算の実施結果について

１．令和５年度 支部保険者機能強化予算の実施結果の概要

分野 区分 主な取組
計画 実績

予算額 執行額 執行率

医療費適正化
対策経費

企画部門関係 ○ジェネリック医薬品の使用促進
○適正受診対策
○医療費分析

2.3億円
（2.5億円）

1.4億円
（1.6億円）

59.2%
（64.6%）

業務部門関係 ○健康保険委員委嘱勧奨
○柔道整復施術療養費に関する啓発 0.05億円

（0.14億円）
0.03億円
（0.07億円）

57.9%
（51.8%）

広報・意見発信
経費

紙媒体による
広報

○納入告知書に同封するチラシ、各種パンフレットや
ポスターなど 2.3億円

（2.2億円）
1.3億円
（1.3億円）

57.0%
（60.6%）

その他の広報 ○医療費適正化全般に関する包括的な広報
○ジェネリック医薬品の使用促進に係る広報
○適正受診に係る広報

3.2億円
（3.1億円）

2.9億円
（2.6億円）

90.0%
（82.0%）

合計
7.9億円
（7.9億円）

5.6億円
（5.6億円）

71.3%
（70.4%）

 支部医療費適正化等予算は、地域の実情等を踏まえた創意工夫の下、主に「上手な医療のかかり方」等の適正受診対策や、ジェネ
リック医薬品の使用促進、各種広報に取り組むための予算である。

 令和５年度においては、「上手な医療のかかり方」の普及啓発に積極的に取り組んだ結果、「その他の広報」（主にWEB媒体を活用した
広報）の執行額について、前年度を大きく上回った。

支部医療費適正化等予算

資料１－８

※（）は前年度数値

（注）計数は四捨五入のため、一部、一致しないことがある。 1

支部保険者機能強化予算 合計
（支部医療費適正化等予算＋支部保健事業予算）

予算総額 執行総額 執行率

48.2億円
（47.3億円）

31.2億円
（30.1億円）

64.8%
（63.6%)

※（）は前年度数値



分野 区分 主な取組
計画 実績

予算額 執行額 執行率

健診関連経費 事業者健診の
結果データの
取得

○事業所への事業者健診データ取得勧奨及び事業者健診結
果（紙媒体）のデータ入力委託 5.7億円

（6.4億円）
3.6億円
（3.9億円）

63.9%
（60.3%）

集団健診 ○協会主催の集団健診の実施
○オプション付き（骨密度測定等）集団健診の実施
○市区町村の特定健診（がん検診の同時）の同時実施
〇大型施設等における集団健診の実施

7.3億円
（6.9億円）

5.3億円
（4.8億円）

72.3%
（69.6）%

健診推進経費 健診機関、業界団体、商工会議所等を対象として、健診の実
施率向上や事業者健診データの早期提供等を図る取組に対し
て目標を達成した場合に支払う報奨金

2.5億円
（2.8億円）

1.3億円
（1.3億円）

51.5%
（47.7%）

健診受診勧奨等
経費

○健診案内時に同封するリーフレット等の作成
○被扶養者の受診勧奨
〇被保険者への個別勧奨

4.3億円
（5.2億円）

2.7億円
（3.3億円）

62.9%
（63.4%）

その他 治療中の者の検査結果情報提供料、健診実施機関実地指導
旅費など 0.7億円

（0.1億円）
0.34億円
（0.05億円）

50.6%
（60.1%）

保健指導経費 保健指導推進
経費

（一定規模以上（健診受診者数1,000 人以上）の特定保健指
導実施機関を対象として、特定保健指導実施機関における特
定保健指導実績の向上に向けた取組の動機づけとなるよう、特
定保健指導実績に応じて支払う報奨金）

0.7億円
（0.７億円）

0.4億円
（0.2億円）

53.2%
（32.3%）

保健指導利用
勧奨経費

○勧奨文書等の作成
○特定保健指導遠隔面談分割実施
○外部委託による電話や文書等での特定保健指導の利用勧
奨

2.5億円
（2.2億円）

1.3億円
（1.7億円）

49.9%
（75.5%）

その他 特定保健指導の中間評価時における血液検査費用、保健
指導用のパンフレット作成等に係る経費など 1.9億円

（2.1億円）
1.2億円
（1.2億円）

64.2%
（56.4%）

 支部保健事業予算は、地域の実情等を踏まえた創意工夫の下、健診・保健指導・重症化予防対策・コラボヘルス等の保健事業の質的・
量的拡充に取り組むための予算である。

 令和５年度においては、被扶養者を対象とした協会けんぽ独自の集団健診について、受診機会の拡大（実施会場について、令和4年度
771市区町村→令和5年度814市区町村に拡大）等に積極的に取り組んだ結果、「集団健診」の執行額が前年度を大きく上回った。

支部保健事業予算

※（）は前年度数値
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分野 区分 主な取組
計画 実績

予算額 執行額 執行率

コラボヘルス
事業経費

コラボヘルス事業 ○研修会、セミナーの開催
○事業所の健康づくりのフォローアップ
○健康宣言事業の普及・促進のための事例集やパンフレット、
チラシ作成

4.9億円
（4.4億円）

3.1億円
（2.8億円）

62.7%
（63.6%）

重症化予防
事業経費

未治療者受診
勧奨

○勧奨文書等の作成及び外部委託による電話や文書での勧
奨

3.8億円
（4.0億円）

2.8億円
（2.3億円）

73.6%
（58.1%）

重症化予防対策 ○勧奨文書等の作成
○医療機関やかかりつけ医と連携した専門機関による生活改
善サポート及び保健指導の実施
○地域医師会や薬剤師会等との連携による重症化プログラム
の実施

3.1億円
（2.3億円）

1.6億円
（1.3億円）

53.4%
（55.0%）

その他の経費 その他の保健
事業

○広報関係
○イベント・ブース出展
○歯周病、う蝕 対策
○健康講座・健康教室・セミナーの開催
○喫煙対策
○メタボ対策
○健康意識の啓発を目的とした通知作成

2.9億円
（2.4億円）

1.9億円
（1.8億円）

67.6%
（74.5%）

合計
40.3億円
（39.4億円）

25.6億円
（24.5億円）

63.5%
（62.2%）

（注）計数は四捨五入のため、一部、一致しないことがある。
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２．令和５年度支部保険者機能強化予算を活用した取組事例

取組事例①：栃木支部「小学生を対象とした児童向け医療費適正化等対策に関する情報提供」

概要
✓ 栃木県では、小学３年生から肥満傾向が高い。将来を見据えた加入者の健康増進や医療費適正化に向けて、小
学生を対象とした食事や運動などの生活習慣改善や医療機関の適正受診に関する冊子及び動画を作製・提供した
もの。

結果

✓ 冊子及び動画の提供にあたっては、事前に県教育委員会及び市町教育委員会と協議を行い、宇都宮市、小山市、
茂木町内の75校を対象に冊子及び動画を提供。主に、保健体育や家庭科の授業等で活用いただいた。

✓ 冊子等を提供した多くの小学校より「今後も活用したい」と回答いただいており、健康づくりに関する理解促
進や健康教育を通じた「小学生の親世代も含むヘルスリテラシーの向上」に繋げることができた。

4



取組事例②：宮崎支部「データに基づく医療費適正化促進啓発事業（主に妊婦、分娩及び産じょくにかかる医療費）」

概要

✓ 宮崎支部加入者の年齢調整後の１人当たり入院医療費は、全国平均を上回る。平均が高い原因の分析を行った
ところ「妊婦、分娩及び産じょく」にかかる医療費が高く、その中でも「妊婦糖尿病」の患者の入院割合が全
国で２番目に高かった。

✓ この分析結果を踏まえ、「妊婦糖尿病」のリスクと発症予防に関するポスターを作製し、県内産科医療機関と
各市町村の母子保健課へ、妊産婦の目に留まる場所への掲示等を依頼した。

結果
✓ 県内の産科医療機関36機関と21市町村の母子保健担当課よりポスターの掲示について協力いただいた。
✓ また、宮崎県及び宮崎県産婦人科医会へ連携を働きかけた結果、三者連名形式でポスターを作製。これにより、
訴求力等の向上に繋げられたほか、関係団体との協働関係を構築することができた。
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取組事例③：宮城支部「業界団体（警備業）とのコラボヘルス事業」

概要

✓ 宮城支部の第二期データヘルス計画の上位目標である循環器系疾患の重症化防止に向けて、リスク保有率の
高い業態の一つとして警備業に着目し、宮城県警備業協会の協力のもと、事業主に対する健康経営の取組状況
をテーマとしたアンケート調査と従業員に対する食習慣等をテーマとしたアンケート調査を実施した。

✓ また、アンケート実施後にフィードバックシート及びアドバイスシートを提供したもの。

結果

✓ 宮城県警備業協会の会員事業所を中心とした「その他対事業所サービス業」の事業所158社（従業員3,990
人）より回答のあったアンケートを集計した結果、警備業等における循環器系疾患のリスク保有率を高める３
つの特徴（外食や市販の弁当等を利用される方が多い等）が判明。この結果を受け、宮城支部において、アン
ケート結果をまとめた「フィードバックシート」と３つの特徴の解決に向けた健康情報をまとめた「健康アド
バイスシート」を作成し、事業主及び宮城県警備業協会と共有。宮城県警備業協会より、「今回のアンケート
結果を今後の運営に活用したい」「引き続き協会けんぽと連携したい」等の評価をいただいた。
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取組事例④：秋田支部「さわやか空間拡大プロジェクト（～エレベーター（個室空間）のきれいな空気づくり作戦～）」

概要

✓ 秋田県の令和２年度生活習慣病予防健診結果に基づく喫煙者の割合は、男性が全国ワースト６位、女性が全国
ワースト15位であり、男性・女性ともに高い傾向が続いている。また、秋田市については、県内で最も人口が多
く、エレベーター等の施設数も多い。

✓ 本事業は、「望まない健康被害＝三次喫煙」の防止に着目。エレベーター等の個室空間での、たばこによる目
に見えない受動喫煙による害（残留受動喫煙、サードハンド・スモーク）やたばこの臭いエチケットを喫煙者が
意識し、最終的には自発的な禁煙に結び付けることを目的として、秋田商工会議所等の関係団体と協力し、秋田
市内の加入事業所に対して、禁煙に導くポスターやステッカーを提供した。

結果

✓ 関係団体との連名によるポスターやステッカーを作製し、秋田市内の従業員５人以上の2,256事業所に提供。
秋田商工会議所報への掲載と周知チラシの同封、地方紙からの取材掲載等を受け、幅広くポスターやステッカー
を展開できるよう工夫した。

✓ ポスター類を提供した事業所より、「ポスターとステッカーを掲示した場所では、誰もたばこを吸わなくなっ
た」、「三次喫煙の存在を知らなかった。喫煙中だけではなく、喫煙後も周りに気をつけないといけない」等、
本事業を評価する声が寄せられた。また、県医師会、県商工会議所等の関係団体との連携を通じて、「顔の見え
る地域ネットワーク」の強化が図られた。
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